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（注）VB：外部のベンチャー企業、スピンオフ：スピンオフ型ベンチャー
　　を示す。
を支援する環境やインフラを整備することが求められる。まず第1に、トッ
プ・マネジメントがコーポレート・ベンチャーを支援する意思表示を当該企
業全体に示すことである。例えば、コーポレート・ベンチャーの立ち上げ基
金の設立、母体企業の設備・施設、蓄積された技術や情報等のさまざまな経
営資源の活用、社内企業家やスピンオフ型ベンチャーに携わる企業家を育成
する機関の設置、さらには彼らを支援する人材の確保・協力等、企業全体で
コーポレート・ベンチャーに積極的に取り組む姿勢を示すことが必要である。
第2に、コーポレート・ベンチャーを奨励するような組織文化を構築するこ
とである。成熟化の進んだ企業では組織の硬直化や官僚制化が進行し、リス
クを回避したり変化に抵抗する組織文化が存在する。また、企業内の手続き
やコンセンサスの取り付けの困難さから新規事業進出の機会を失う場合があ
る。そこで、従業員の自律的な行動による新規事業を創出させるために、コー
ポレート・ベンチャーを積極的に活用することを奨励する組織文化を構築す
ることが必要である。第3に、社内企業家やスピンオフ型ベンチャーに携わ
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る企業家によるアイデアを新規事業として立ち上げる際の選別基準の明確化、
およびコーポレート・ベンチャー・キャピタルによる新興ベンチャー等への
投資基準を明確化することである。それらの基準を明確化することにより選
抜に漏れたり失敗したアイデアの基準が明らかになり母体企業全体の組織学
習を促進させる可能性がある。この点に関して、母体企業の担当者が評価対
象となるアイデアを評価する場合、新規事業を既存事業と比較して既存事業
のやり方と評価方法が新規事業に持ちこまれ、母体企業の尺度で評価される
ため新規事業の必要性に気づかないこともある。したがって、外部の評価者
の尺度・視点も導入する必要があると言える。第4に、コーポレート・ベン
チャー、特に社内ベンチャーやスピンオフ型ベンチャーの成功に対する評価・
報酬や失敗に対する処遇を明確化することである。特に、社内ベンチャーに
関して、成果が出ない場合の撤退の基準を全社的に明確にすること、新規事
業が失敗した場合の社内企業家の身分保証の問題を明らかにする必要がある。
さもなければ、従業員はリスクを冒してまで積極的に新製品や新規事業の開
発に取りかかろうとはしない。この点に関連して、第5に、コーポレート・
ベンチャーに携わる人材（特に社内ベンチャーに携わる社内企業家）に対し
て大幅に権限を委譲するとともに、母体企業の関与を極力抑え自由に事業運
営させるべきである。ベンチャー本来の利点を生かすためには、自己責任に
よって自律的に新製品や新規事業の開発を進めさせる必要がある。そのため
には、母体企業は、コーポレート・ベンチャーに携わる人材へのインセンティ
ブ制度の導入やリスクに見合う報酬制度を構築すべきである。
VI．おわりに
　既存企業が新規事業に進出する際に採用するべき組織形態や企業戦略には
多様な形態が存在するが、そのうちのどの形態を選択するかは対象となる新
規事業の内容や性質、当該企業を取り巻く環境および進出先の新分野の特徴
や環境、当該企業の保有する経営資源、プロセスおよび価値基準等に依存す
る。したがって、既存企業が新規事業に進出する際には、新規事業および進
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出先市場の特徴、さらには当該企業の能力等を理解し、新規事業に対して多
元的なアプローチを採りリスクを回避する必要があると言える。
　本稿では、新規事業を創出するための多様な組織形態や企業戦略の中でも、
既存事業を破壊するようなイノベーションを当該企業内にもたらす可能性の
ある組織形態や企業戦略を採用する必要性を指摘し、そうしたイノベーショ
ンを創出するコーポレート・ベンチャーの意義等について考察してきたが、
既存企業は、コーポレート・ベンチャーの各形態を活用して、当該企業の既
存事業の補完および発展、従来取り組んでいない新市場における新規事業開
発、そして将来の新規事業の成長を担う新興のベンチャー企業等への投資を
行う必要がある。そして、当該企業のもつ戦略上の能力および業務上の能力
を明確に把握することにより、コーポレート・ベンチャーの形態を用いて新
規事業に対する投資ポートフォリオを確立し、新規事業に進出するべきであ
ると考えている。
注
1）本調査の概要は、経済産業省経済産業政策局（2001）『主要産業の設備投
　資計画（平成13年版）』財務省印刷局、1－2頁を参照されたい。なお、
本調査は、経済産業省所管業種及び医薬品製造業、建設業、不動産業のう
　ち資本金1億円以上の企業をその調査対象とし、その対象企業数は、2，171
　社（製造業：1，522社、非製造業：649社、大企業：1，463社、中堅企業708
　社）となっている。
2）Schumpeter，」．A．（1934）Thθ％θo理of忍oo刀01n∫01）θvθ1ρρ加θ加’An
血g面y加oPro批昌σapi鳳αθ薦1カ6θ■θ5ちaηの乃θβロ曲θβ5（加1¢
Harvard　University　Press，pp．64－66．シュムペーター、塩野谷祐一・
　中山伊知郎・東畑精一訳『経済発展の理論：企業者利潤・資本・信用・利
子および景気の回転に関する一研究』岩波書店、1980年、150－153頁。
3）」．A．Schumpeterの新結合に関する見解の詳細は以下のとおりである。
①消費者に認知されていない新しい商品の開発、あるいは商品の新しい品
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　質の開発
②新しい生産手段の開発（当該産業分野において試みられていない生産手
　段で、それは、科学的新発見に基づいていなくてもいいし、商品を取り
　扱う新しい手段も含んでいる）
③新しい市場の開拓（すなわち特定の産業分野が従来進出していない市場
　の開拓一既存の市場か否かは問わない）
④原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得（既存の供給源、あるいは新
　たに創造された供給源かは問わない）
⑤新しい組織の実現（例えば、トラスト化による独占的地位の形成あるい
　はその解体などのようなもの）
4）　Christensen，C．M．（2001）　％θ1カη07a60■智P匡1θmη2a’1砺θη、晦w・
　％必η0104θθσaαθθσ■θa6且ヱmθ60ぬ以　H：arvard．Business　School
Press，p．15．クリステンセン、玉田俊平太監修・伊豆原弓訳『イノベー
　ションのジレンマ：技術革新が巨大企業を滅ぼすとき（増補改訂版）』翔
泳社、2001年、9頁。Christensen，C．M。and　M．Overdorf（2000）
　“Meeting　the　Challenge　of　Disruptive　Change，”　伽■玖a■d　Busfηθ5θ
Rθガθ凧MarchrApril，pp．71－73。クリステンセン、オーバードルフ
　「『イノベーションのジレンマ』への挑戦」『ダイヤモンド・ハーバード・
　ビジネス』2000年9月号、ダイヤモンド社、2000年、19－20頁。
5）C．M．Christensen　and　M．Overdorfは、組織に何ができ、何ができな
いかを規定するのは、r経営資源」、rプロセス」、r価値基準」の3つの要
素を挙げている。「経営資源」とは、人材、設備、技術、資金といった有
形のものと、商品デザイン、情報、ブランド、サプライヤーや販売代理店
や顧客との関係性といった無形のものを含む。「プロセス」とは、経営資
源を商品やサービスという一段高い価値に変容させるための、相互作用、
調整、コミュニケーション、および意思決定のパターンを指す。r価値基
準」とは、重要なことや優先すべきことを判断するための評価基準と定義
　している。Christensen，C．M：．andM：．Overdorf（2000），茄fdl，pp．68－71．
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クリステンセン、オーバードルフ、同上書、14－17頁。
6）Christensen，C．M．andM．Overdorf（2000），fbfd，pp．72－73．クリス
テンセン、オーバードルフ、同上書、20－21頁。
7）新規事業や新規プロジェクトに合わせて既存企業が採用するべき組織形
態や企業戦略に関しては、Roberts，E．B．and　C．ABerry（1985）
“Entering　New　Business：Selecting　Strategies£or　Success，”ε10蝕
漁刀agθπ～θ迎6　Eθガθw，　Spring，　pp．3－17．　Roberts，E．B．（1980）
“New　Ventures£or　Corporate　Growth，”伽rvlardl　Bα5加θ55丑θvfθwl
July－August，pp．134－142．拙稿（2000）「新規事業創造の企業戦略に関
する一考察」『高崎経済大学論集第43巻第3号』高崎経済大学経済学会、45－
57頁を参照されたい。
8）既存企業におけるイノベーションと組織形態の関連について、C．M．
Christensenは、主にイノベーションに対応する際の組織形態を中心に考
察し、新規事業（新規プロジェクト）を創造するうえで組織としていかな
る構造をとるべきかについて明らかにしている。C．M．Christensenは、既
存企業において、持続的イノベーションと破壊的イノベーションに対処す
るために組織が新しい能カー新しいプロセスや価値基準を必要とする場合
には、その新しい能力を開発できる組織形態を構築する必要があるとし、
その手段として3つの手段を呈示する。それは、①企業の内部に新しいプ
ロセスを開発する新たな組織構造を作る、②既存組織から独立組織を分離
独立し、その中で新しい問題を解決するために必要な新しいプロセスと価
値基準を開発する、③新しい課題に適したプロセスと価値基準をあわせも
つ別の組織を買収する、という手段である。この3つの手段について、①
当該企業内部に新たな組織形態を構築するのは、従来とは異なる人々やグ
ループが、従来とは異なる方法・ペースで協働する必要がある場合であり、
既存組織から関連する人々を選抜し新たなグループを結成することによっ
て新しい能力を開発することができる。そして、②既存組織から独立組織
を分離独立するのは、本業の価値基準に基づくと新規事業に経営資源が配
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　分されない場合であり、革新的プロジェクトを新しいベンチャー事業とし
　て分離独立させることにより新しい能力を開発することができる。また、
　③別の組織（企業）を買収することによりその組織の持つ能力を獲得する
　ことができる。その際には、その事業を独立させ、買収する側の企業の持
　つ経営資源を買収される側の企業のプロセスと価値基準に注入し、本体へ
　の統合を回避することが必要である。Christensen，C．M．and　M．Overdorf
　（2000），oμi欧，pp．72－76．クリステンセン、オーバードルフ、前掲書、
　20－26頁。
9）Block，Z．and　I。C．MacMillan（1993）Oo喫po盟6θ％撹面η8・’（》θ諭ηg
　薦w　Bロθカ1θ55四●訪1．η訪θ乃嘘η，Harva圃Business　School　Press，
　p14．ブロック、マクミラン、松田修一監訳・社内起業研究会訳『コーポ
　レート・ベンチャリング』ダイヤモンド社、1994年、15頁。
10）r社内ベンチャー」の考察については次の論文を参照されたい。
　拙稿（2000）r新規事業創造の企業戦略に関する一考察」『高崎経済大学論
　集第43巻第3号』高崎経済大学経済学会、45－57頁。
11）　H：ippe1，E．V．（1977）　“Successful　and．Failing　Intemal　Corporate
　Ventures：　An　Empirical　Analysis，”　血ゴロθ伽a1　瞼盈θ孟f．η8・
　漁刀agθmθη地P．163．
12）Roberts，E．B。（1980），ρρ．oゴゑ，pp．134－136．
13）Roberts，E．B．and．C．A．Berry（1985），ρρ．oゴゑ，p．6．
14）Roberts，E．B．（1980），op．o琵，pp．135－136．
15）Block，Z．and　I．C．MacMillan（1993），ρρ．o琵，pp．29－30．ブロック、
　マクミラン、前掲書、27頁。
16）　Christensen，C．M．and　M．Over（10rf（2000），　ρp．oゴム，　pp．73－74．　クリ
　ステンセン、オーバードルフ、前掲書、22－23頁。
17）E．B．Robertsの指摘する「ベンチャー・キャピタル」は、外部の専業の
　ベンチャー・キャピタルによる投資を意味するのではなく、既存企業が設
　立されたばかりのハイテク企業に投資をすることによって、新技術への進
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　出を図ろうとする手段であるとE．B。Robertsは述べており、本稿では「コー
　ポレート・ベンチャー・キャピタル」を意味するものと考える。Roberts，
　E．B．（1980），卿．oゴゑ，p．135．
18）Block，Z．and，1．C．MacMillan（1993），　ρp．ofゑ，pp．30－31，pp．362－363．
19）Chesbrough，H：．W．（2002）“Making　Sense　of　Corporate　Venture
　Capita1，”磁rvard　Bα5加θs5Rθ百θ㎎M：arch，pp．90－92．チェスブロー
　「事業会社のベンチャー投資戦略」『ダイヤモンド・ハーバード・ビジネス・
　レビュー』2002年8月号、ダイヤモンド社、2002年、164－165頁。
20）H．W．Chesbroughは、「コーポレート・ベンチャー・キャピタル」による新
　興ベンチャーへの投資目的として、既存事業の成長、将来的事業の成長の促
　進をあげている。その手段として、前者には、自社技術の標準化、需要の喚
　起、未活用資源へのテコ入れ、後者には、新しいケイパビリティの実験、バッ
　クアップ技術の開発、戦略の空白部分の探索をそれぞれあげている。
　Chesbrough，H．W．（2002），∫わfd，pp．98－99．チェスブロー、同上書、171－
　172頁。
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